
１．概　　　　　要

■

■

■ 　県民所得は3兆3,336億円で899億円（2.8%）増加、1人当たり県民所得は2,571千円で

前年度から99千円（4.0%）増加となった。

　県民所得の増の主な要因は、雇用者報酬、企業所得の増によるもの。

■

■ 　長崎県の経済成長率（＝県内総生産の対前年度増加率）

名　目　　　　２．０％増　　（国　２．４％増）

実　質　　　　１．９％増 　 （国　２．５％増）

経済成長率

　　　　　※経済成長率、県（国）内総生産の指標については、県は生産側＝支出側、国は支出側の数値

令和３年度長崎県県民経済計算（推計）の概要

　支出側は、対前年比では民間最終消費支出の増加などにより、全体でも増加した。

　令和3年度の長崎県の経済規模を示す県内総生産は、名目で4兆6,207億円（対前
年度904億円増加）、物価変動の影響を除いた実質では、4兆5,246億円（対前年度857
億円増加）となった。
　この結果、令和3年度の経済成長率は名目で2.0％の増、実質で1.9％の増となった。
　一方、新型コロナウイルス感染症前の令和元年度と比べると県内総生産は名目で576
億円の減少、実質で1,074億円の減少となった。

　生産側の動きをみると、製造業で232億円、建設業で255億円の減少となった。
　一方、電気・ガス・水道・廃棄物処理業で314億円、卸売・小売業で237億円、金融・
保険業で243億円の増加となり、全体では904億円（2.0%）の増加となった。

県 名目 ▲ 1.1 0.8 ▲ 2.1 9.3 2.7 0.6 1.3 ▲ 0.7 ▲ 3.2 2.0

実質 ▲ 0.8 0.9 ▲ 3.8 7.7 1.8 0.4 1.5 ▲ 1.0 ▲ 4.2 1.9

国 名目 ▲ 0.1 2.7 2.1 3.3 0.8 2.0 0.2 0.0 ▲ 3.5 2.4

実質 0.6 2.7 ▲ 0.4 1.7 0.8 1.8 0.2 ▲ 0.8 ▲ 4.1 2.5
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２．県内総生産（生産側）

　■ 　県内総生産は、 名目値で 4兆6,207億円 対前年度比

　　 　　　　　　  　　　 実質値で 4兆5,246億円 対前年度比

（１）第一次産業 

＜農業＞

　　増減理由： 配合飼料価格や肥料原料価格の高騰による中間投入額の増加

＜水産業＞

　　増減理由： 外食需要の回復と輸出需要の増加による価格上昇

（２）第二次産業 

＜製造業＞

　　増減理由：

＜建設業＞

　　増減理由：

（３）第三次産業 

＜電気・ガス・水道・廃棄物処理業＞

　　増減理由：

＜卸売・小売業＞

　　増減理由：

＜金融・保険業＞

　　増減理由： 「保険業」における総生産の増加

＜保健衛生・社会事業＞

　　増減理由： 「医療・保健業」における総生産の増加
6,052億円 +118億円 +2.0%

4,626億円

354億円 +42億円

5,934億円

+19.8%

+3.2%

「電気業」における総生産の増加

▲3.0%7,614億円

▲6.7%

「建築工事（民間＋公共）」における総生産の減少

1兆1,020億円 ▲488億円 ▲4.2%

3兆2,618億円 3兆3,647億円

396億円 +11.8%

2,005億円 2,318億円 +314億円 +15.6%

▲232億円

3,813億円 3,558億円 ▲255億円

+1.0%

令和３年度　

1,081億円

683億円 650億円 ▲4.8%▲33億円

1,229億円 1,472億円 +243億円

4,863億円 +237億円

（2.0%）

+857億円 （1.9%）

7,382億円

+1,029億円

+5.1%

「卸売業」における総生産の増加
「小売業」における総生産の増加

+904億円

　　　令和２年度 増減額　 対前年度比

1兆1,508億円

「食料品」における総生産の増加
「はん用・生産用・業務用機械」における総生産の減少
「輸送用機械」における総生産の増加

1,092億円 +11億円
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県内総生産（生産側）　（名目）

各産業の内訳と対前年度伸び率 　　　(単位；百万円，％）

項　　目 R2 R3 増 減 額
対前年度
伸び率

構 成 比

１　第１次産業 108,146 109,247 1,101 1.0 2.4

　農　　　業 68,255 64,953 ▲ 3,302 ▲ 4.8 1.4

　林　　　業 4,513 4,724 211 4.7 0.1

　水　産　業 35,378 39,570 4,192 11.8 0.9

２　第２次産業 1,150,753 1,101,966 ▲ 48,787 ▲ 4.2 23.8

　鉱　　　業 8,129 7,995 ▲ 134 ▲ 1.6 0.2

　製　造　業 761,365 738,182 ▲ 23,183 ▲ 3.0 16.0

　建　設　業 381,259 355,789 ▲ 25,470 ▲ 6.7 7.7

３　第３次産業 3,261,794 3,364,721 102,927 3.2 72.8

　電気・ガス・水道・廃棄物処理業 200,492 231,844 31,352 15.6 5.0

　卸売・小売業 462,584 486,277 23,693 5.1 10.5

　運輸・郵便業 143,997 141,333 ▲ 2,664 ▲ 1.9 3.1

   宿泊・飲食サービス業 75,903 72,552 ▲ 3,351 ▲ 4.4 1.6

   情報通信業 133,616 130,249 ▲ 3,367 ▲ 2.5 2.8

　金融・保険業 122,924 147,247 24,322 19.8 3.2

　不 動 産 業 508,298 511,582 3,284 0.6 11.1

   専門・科学技術、業務支援サービス業 261,664 273,246 11,582 4.4 5.9

   公務 351,669 356,005 4,336 1.2 7.7

   教育 224,519 223,384 ▲ 1,135 ▲ 0.5 4.8

   保健衛生・社会事業 593,446 605,199 11,754 2.0 13.1

   その他のサービス 182,683 185,805 3,122 1.7 4.0

４　小計 4,520,693 4,575,934 55,241 1.2 99.0

５　輸入品に課される税・関税 80,365 94,874 14,509 18.1 2.1

６（控除）総資本形成に係る消費税    70,786 50,100 ▲ 20,687 ▲ 29.2 1.1

7　県内総生産（４＋５－６） 4,530,272 4,620,708 90,436 2.0 100.0

注）計数は、単位未満を四捨五入で表示しているため、総数と内訳の合計が一致しない場合があります。

0 1,000,000 2,000,000 3,000,000 4,000,000 5,000,000
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R3

県内総生産（生産側、名目）の主要産業の内訳
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３．県民所得

令和２年度 令和３年度

　増減理由　：　賃金・俸給の増

　増減理由　：　家計の財産所得の増

　増減理由　：　民間法人企業の企業所得の増

1,640億円 1,733億円 +93億円 +5.7％

財産所得（非企業部門）

企業所得（企業部門）

5,800億円 6,219億円 +418億円 +7.2％

県民雇用者報酬

2兆4,996億円 2兆5,384億円 +388億円 +1.6％

　■ 県 民 所 得 は     3兆3,336億円　　 対前年度比 　+899億円   （ 2.8％ ）

　■ 1人当たり県民所得は　2,571千円     対前年度比　  +99千円    （ 4.0％ ）

増減額 対前年度比

総人口： （R2.10.1現在人口） 1,312,317人 ▲15,478人

総人口： （R3.10.1現在人口） 1,296,839人 （▲1.2％）
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４.県内総生産（支出側）

令和２年度 令和３年度 増減額 対前年度比

民間最終消費支出

2兆6,074億円 2兆6,813億円 +740億円 +2.8%

増減理由： 家計最終消費支出の増加

地方政府等最終消費支出

1兆7億円 1兆274億円 +267億円 +2.7%

増減理由： 非市場生産者（地方政府等）の産出額の増

県内総資本形成

1兆2,940億円 1兆3,296億円 +356億円 +2.8%

増減理由： 公的部門の総固定資本形成の増加

財貨･サービスの移出入(純)

▲2,375億円 ▲2,845億円 ▲470億円

注１） 国の計数は、「令和3年度国民経済計算年報」（内閣府 経済社会研究所）による。

注２） 計数は、単位未満を四捨五入で表示しているため、総数と内訳の合計が一致しない

　　場合があります。

　　　　詳細については、県統計課ホームページ掲載予定

　■県内総生産（支出側）は　4兆6,207億円　　対前年度比 　+904億円 （2.0％）

https://www.pref.nagasaki.jp/section/tokei/index.html

県（国）民経済計算主要指標

（単位：％，億円，千円／人）

令和２年度 令和３年度 令和２年度 令和３年度

2020 2021 2020 2021

名 目 ▲ 3.2 2.0 ▲ 3.5 2.4

実 質 ▲ 4.2 1.9 ▲ 4.1 2.5

県 ( 国 ) 内 総 生産 名 目 45,303 46,207 5,375,615 5,505,304

実 質 44,389 45,246 5,273,884 5,407,961

32,436 33,336 3,753,887 3,959,324

2,472 2,571 2,975 3,155

※経済成長率、県（国）内総生産の指標については、県は生産側＝支出側、国は支出側の数値

国

経 済 成 長 率

 県（国） 民  所  得 

１人当たり県（国）民所得

項　　　　目

長崎県
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生　産

生産・輸入品に課される税、（控除）補助金〈中央政府＋地方政府〉

3,383億円

 域外からの要素所得（純）

  915億円

生産・輸入品に課される税、（控除）補助金〈地方政府〉
1,181億円

 域外からの要素所得（純）

  915億円

支　出

財貨・サービスの移出入（純）・統計上の不突合

▲ 4,177億円

　　注）計数は単位未満を四捨五入で表示しているため合計が一致しない場合があります。

県内総生産（支出側）
（市場価格表示）
4兆 6,207億円

民間最終消費支出
2兆 6,813億円

地 方 政 府 等
最終消費支出
1兆 274億円

県 内 総 資 本
形              成
1兆 3,296億円

県 民 総 所 得
（市場価格表示）
4兆 7,122億円

県内総生産（支出側）
4兆 6,207億円

経常移転の受取
（純）

8,365億円

財産所得　1,733億円

県 民 所 得
（第１次所得バランス）

3兆 4,517億円

県民雇用者報酬
2兆 5,384億円

企業所得
6,219億円

県民可処分所得

4兆 2,881億円

県民雇用者報酬
2兆 5,384億円

企業所得
6,219億円

県 民 所 得
（要素費用表示）
3兆 3,336億円

県民雇用者報酬
2兆 5,384億円

企業所得
6,219億円

分　配

県 内 純 生 産
（要素費用表示）
3兆 2,420億円

県内雇用者報酬
2兆 5,273億円

  営業余剰・
混合所得
7,147億円

県 民 純 生 産
（要素費用表示）
3兆 3,336億円

県 内 純 生 産
（要素費用表示）
3兆 2,420億円

県 内 純 生 産
（市場価格表示）
3兆 5,804億円

県 内 純 生 産
（要素費用表示）
3兆 2,420億円

固定資本減耗
1兆 403億円

県内総生産（生産側）
（市場価格表示）
4兆 6,207億円

県内総生産（付加価値）
4兆 6,207億円

県 民 経 済 計 算 の 相 互 関 連 図
（ 令 和 ３ 年 度 ）

産　　出　　額
（市場価格表示）
7兆 9,719億円

県内総生産（付加価値）
4兆 6,207億円

中間投入
3兆 3,512億円
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